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鳥取県経済　９月の動き

概　 況

　鳥取県内の景況は、個人消費は消費増税前の駆け込み需要もあり前年を大幅に上回ったもの
の、雇用情勢には減速感が見られるほか、鉱工業指数は前月を下回っていることから、景気
の先行きは不透明となっている。

・鉱工業生産を見ると季節調整済指数は、前月比▲4.4％と 3ヶ月ぶりに前月を下回った。主要
業種の生産動向では、電気・情報通信機械工業、金属製品工業、電子部品・デバイス工業な
どで前月を上回ったが、汎用・生産用・業務用機械工業、窯業・土石製品工業、パルプ・紙・
紙加工品工業、鉄鋼・非鉄金属工業などで前月を下回った。
・建設関係では、公共工事請負金額は「国」が前年同月比▲36.6％、「県」は同＋48.8％、「市
町村」は同＋72.6％となり、全体では 2ヶ月ぶりに前年同月を上回る 111.2 億円となった。
また、生コン出荷量は、2ヶ月ぶりに前年を上回り、新設住宅着工戸総数は、持家系は 5ヶ
月ぶりに前年同月を上回り、貸家系は 2ヶ月ぶりに前年同月を上回った。総戸数は前年同月
比＋42.1％増加の 344 戸と 2ヶ月ぶりに前年を上回った。
・個人消費では、県内百貨店販売額が 15 ヶ月ぶりに前年同月を上回り、自動車販売台数は
13 ヶ月ぶりに前年同月を上回った。
・雇用情勢では、有効求人倍率（季節調整済）は 1.67 倍と前月比 0.05 ポイント低下し、新規
求人倍率（季節調整済）は 2.45 倍と前月比 0.09 ポイント低下した。
・企業倒産は 0件であった。
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生　　　　産

鉱工業生産指数

■季調済指数（前月比）

　8月の鳥取県鉱工業指数（平成 27＝100、季節調整済）は、生産指数 96.4（前月比▲4.4％）と 3 ヶ

月ぶりに前月を下回った。

■原指数（前年比）

　生産指数は、90.7（前年同月比▲4.1％）と 2ヶ月ぶりに前年を下回った。

上昇した業種 電気・情報通信機械工業、金属製品工業、電子部品・デバイス工業など

低下した業種
汎用・生産用・業務用機械工業、窯業・土石製品工業、パルプ・紙・紙加工品工業、

鉄鋼・非鉄金属工業など

上昇した業種 プラスチック製品工業、電気・情報通信機械工業、パルプ・紙・紙加工品工業

低下した業種
窯業・土石製品工業、電子部品・デバイス工業、汎用・生産用・業務用機械工業

など
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電子部品・デバイス

食料品・たばこ

　その他の電子部品、大型液晶素子、中・小型液

晶素子が上昇し、前月比 7.0％の上昇となった。

電気・情報通信機械

主要業種の生産指数推移（季節調整済、平成27年＝100）
資料：鳥取県統計課

　民生用電気機械器具、開閉制御措置などが上昇

し、前月比 11.7％の上昇となった。

パルプ・紙・紙加工品工業

　冷凍水産物・加工品、菓子などが低下し、前月

比 4.1％の低下となった。

　印刷用紙、板紙などが低下し、前月比 6.4％の

低下となった。

水産業

　境港の9 月の漁獲量は5,755㌧（前年同月比▲26.2％）と 2 ヶ月ぶりに前年を下回り、漁獲金額は

12.2 億円（▲6.0％）と 5ヶ月連続で前年を下回った。

資料：境港水産振興協会
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建　　　　設

公共工事

　9月の県内の公共工事受注（西日本

建設業保証鳥取支店の保証取扱）は、

請負金額が111.2億円（前年同月比＋

53.5％）と2ヶ月ぶりに前年同月を上

回った。件数は214件（同＋4.4％）

と2ヶ月連続で前年を上回った。

　請負金額を発注者別にみると、国

は5.9億円（前年同月比▲36.6％）、

県は60.6億円（同＋48.8％）、市町村

は29.4億円（同＋72.6％）と、県・

市町村で増加した。

生コン出荷量

住宅着工

　9 月の県内の生コン出荷量は、

29,434㎥（前年同月比＋3.8％）と2ヶ

月ぶりに前年を上回った。

　地区別では、東部は2ヶ月ぶりに

前年を上回り、中部は6ヶ月連続で

前年を上回り、西部は5ヶ月連続で

前年を下回った。

　9月の県内の新設住宅着工戸数は、

総数が344戸（前年同月比＋42.1％）

と2ヶ月ぶりに前年を上回った。

　用途別では、持家系は230戸（同

＋52.3％）と5ヶ月ぶりに前年を上

回った。貸家系（給与住宅含む）は

114戸（同＋25.3％）と2ヶ月ぶりに前

年を上回った。
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消　　　　費

百貨店
　9月の県内3百貨店の売上高は、

13.2億円（前年同月比＋21.4％）

と15ヶ月ぶりに前年を上回った。

鳥取大丸が9月14日にリニュー

アルオープンしたことや、増税

前の駆け込み需要によって、3

百貨店とも前年同月比を大幅に

上回った

スーパー
　9月スーパーの県内売上高（既

存店）は32.8億円で、前年比＋

8.0％の増加となった。全国の

売上高（既存店）は、前年同月比

＋4.4％と6ヶ月ぶりに前年を上

回った。

コンビニエンスストア

自動車販売
　9月の新車販売台数（軽自動

車を含む）は、2,678台（前年同

月比＋1.9％）と13ヶ月ぶりに

前年を上回った。また、中古車

台数は907台（同＋23.9％）と2ヶ

月ぶりに前年を上回った。

 
 

 

　9月のコンビニエンスストア

の県内売上高は39.1億円で、前

年比▲0.2％の増加であった。

全国の売上高は、前年同月比▲

0.2％であった。
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雇　　　　用

企  業  倒  産

　9月の新規求人数は5,763人（前年同月比

＋3.8％）と2ヶ月ぶりに前年を上回り、新

規求職者数は2,149人（同＋5.1％）と2ヶ

月ぶりに前年を上回った。

　新規求人倍率（季調済）は2.45倍と前月

（2.54倍）より0.09㌽下回った。

　有効求人倍率（季調済）は1.67倍と前月

（1.72倍）より0.05㌽下回った。

新規求人数 有効求人数

建 設 業 +36.1％ +21.6％

製 造 業 ▲  1.1％ ▲  7.8％

運 輸・ 郵 便 +14.0％ +  7.1％

卸・ 小 売 業 +  6.8％ +  3.4％

医 療・ 福 祉 +  5.4％ +14.4％

サービス業 ▲  8.9％ +  2.7％

負債件数年度累計（前年対比）

　9月の県内企業の倒産（東京商工リサー

チ米子支店調、負債総額1千万円以上）は、

件数で0件、負債総額も0円であった。2019

年度の累計負債総額は25.7億円となった。

　大型倒産（1億円以上）は0件であった。

前年同月比　
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国 内 経 済 指 標

実質国内
総 生 産
（季調済）

機械受注額
（船舶 ･電力
除く民需）
　（注１）　

建設工事
受　　注
（50 社）

所 定 外
労働時間
（製造業）

全　　国
百 貨 店
販 売 額

貿 易 通 関 額 為替相場 基準割引率および
基 準 貸 付 金 利 長期プライムレート

輸　出 輸　入 米 ド ル
直物終値 実施日 利率 実施日 利率

年度比
前期比 前年比 前年比 前年比 前年比 億　　　円 円/ドル 年月日 年％ 年月日 年％

2015年

2016年

2017年

2018年

1.2

0.6

1.9

0.8

4.1

1.7

▲  1.1

0.6

1.4

4.1

0.6

▲  4.2

0.1

▲  1.8

3.1

1.5

0.5

▲  2.9

0.6

▲  0.3

756,139

700,392

782,897

814,866

784,055

659,651

752,986

826,899

120.42

112.73

112.65

110.40

  3.11.14

  3.12.30

  4.  4.  1

　

5.00

4.50

3.75

　

25.  5.10

25.  6.11

25.  8.  9

　

1.25

1.30

1.30

　

2018．  9

　　  10

　　  11

　　  12

2019．  1

　　　2

　　　3

　　　4

　　　5

　　　6

　　　7

　　　8

　　　9

（10-12）

　0.4

（1-3）

0.7

（4-6）

p 　0.4

▲18.3

7.6

0.0

▲  0.1

▲  5.4

1.8

3.8

5.2

▲  7.8

13.9

▲  6.6

▲  2.4

1.0

▲16.5

▲10.7

▲  3.7

19.8

▲  3.4

66.1

▲19.9

▲16.9

▲  4.2

26.9

▲25.9

▲  6.8

▲  0.6

1.1

1.2

▲  1.7

▲  5.2

▲  5.9

▲  7.5

▲  5.9

▲  6.5

▲  8.1

▲  6.8

p ▲  6.5

▲  2.6

 　  1.1

 ▲  1.1

 ▲  1.3

▲  3.3

▲  0.1

▲  0.2

▲  1.5

▲  1.1

▲  1.2

▲  3.3

1.8

p 　22.8

67,266

72,434

69,276

70,240

55,742

63,843

72,013

66,588

58,351

65,845

66,432

61,410

63,685

65,871

76,927

76,649

70,793

69,895

60,453

66,728

65,983

68,022

59,950

68,928

62,773

64,915

113.44

113.20

113.47

110.40

108.73

110.76

110.75

111.68

108.78

107.64

108.56

106.52

107.86

  4.  7.27

  5.  2.  4

  5.  9.21

  7.  4.14

  7.  9.  8

13.  1.  4

13.  2.13

13.  3.  1

13.  9.19

18.  7.14

19.  2.21

20.10.31

20.12.19

3.25

2.50

1.75

1.00

0.50

0.50

0.35

0.25

0.10

0.40

0.75

0.50

0.30

25.10.10

26.  1.10

26.  2.12

26.  7.10

26.12.10

27.  1.  9

27.  2.10

27.  9.10

28.  2.10

28.  3.10

28.  7.  8

28.  8.10

29.  7.11

1.20

1.25

1.20

1.15

1.10

1.05

1.15

1.10

1.00

0.95

0.90

0.95

1.00

調査機関 内　閣　府 国土交通省 厚生労働省 経済産業省 財　務　省 日　本　銀　行 ㈱みずほ銀行

⎫
⎜
⎜
⎭
⎫
⎜
⎜
⎭
⎫
⎜
⎜
⎭

pは速報値、rは修正値 ※注1:除携帯電話。

鳥 取 県 経 済 指 標 ⑴

推計人口

（注２）

推　計
世帯数

　（注２）　

景気動向指数 生コン出荷量 公共工事保証実績

先　行
指　数

一　致
指　数

遅　行
指　数

総　量 件　数 請負金額前年比 前年比 前年比

単　位 人 世　帯 （2015年＝100）年単位は12月数値 千㎥ ％ 件 ％ 百万円 ％

2015年

2016年

2017年

2018年

573,648

569,579

559,226

560,517

215,542

217,890

219,343

219,288

100.2

107.7

103.8

97.0

111.6

120.4

125.6

118.6

123.9

118.2

120.2

102.2

422.1

444.1

484.8

388.4

▲  9.4

5.2

9.2

▲19.9

2,088

2,072

2,148

2,008

▲11.5

▲  1.5

3.7

▲  6.5

86,608

104,959

112,115

87,104

▲16.1

21.2

6.8

▲22.3

2018．  9

　　  10

　　  11

　　  12

2019．  1

　　　2

　　　3

　　　4

　　　5

　　　6

　　　7

　　　8

　　　9

560,517

560,517

560,413

560,007

559,701

559,226

558,736

556,549

556,960

556,686

556,386

556,216

555,899

219,288

219,288

219,493

219,482

219,457

219,343

219,285

218,952

219,846

219,916

219,894

220,116

220,152

102.0

102.1

103.8

100.2

98.3

100.9

99.0

96.3

96.6

95.1

96.0

90.4

98.5

104.2

103.5

103.3

98.9

99.0

95.9

97.1

96.2

95.7

95.1

90.0

77.1

78.1

77.4

79.6

80.4

82.0

83.6

80.6

83.6

80.6

81.3

87.0

28.4

31.8

33.8

35.1

24.9

28.4

32.2

33.3

28.3

29.9

33.9

26.4

29.4

▲32.6

▲16.1

▲26.3

▲25.5

▲10.9

▲21.4

▲  4.7

11.2

▲19.1

▲  9.9

13.8

▲21.6

3.8

205

206

163

139

133

136

112

313

139

181

193

199

214

▲     9

▲  4.6

7.2

11.2

25.5

44.7

▲38.5

67.4

▲11.5

2.8

▲  1.0

0.5

4.4

7,246

6,686

5,618

5,026

7,242

5,560

5,159

15,366

10,217

8,507

10,939

8,462

11,123

▲53.4

▲15.1

▲23.4

9.7

13.2

▲14.5

▲51.4

135.3

9.3

3.3

75.5

▲  2.3

53.5

調査機関 鳥　取　県　統　計　課 鳥取県生コンクリート工業組合 西日本建設業保証㈱

pは速報値、rは修正値　※注2:10月1日現在、月別は1日現在。
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鳥 取 県 経 済 指 標 ⑵

鉱工業指数（原指数） 新　　設　　住　　宅　　着　　工 百貨店売上高 スーパー売上高

出荷指数 在庫指数 総　数 持　家
（分譲を含む）

貸　家
（給与を含む）

県内３
百貨店 県内13社前年比 前年比 前年比 前年比

前年比
（既存店）

単　位 前　年　比 戸 ％ 戸 ％ 戸 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2015年

2016年

2017年

2018年

4.4

7.4

2.2

▲  0.5

27.4

21.4

12.2

24.2

2,549

2,857

2,805

2,957

3.9

12.1

▲  1.8

5.4

1,502

1,551

1,822

1,815

4.9

3.3

17.5

▲  0.4

1,047

1,306

983

1,142

2.4

24.7

▲24.7

16.2

17,685

16,925

16,102

15,491

0.2

43.0

▲  4.9

▲  3.8

39,988

40,625

39,504

37,685

▲  2.6

1.6

▲  2.8

▲  4.6

2018．  9

　　  10

　　  11

　　  12

2019．  1

　　　2

　　　3

　　　4

　　　5

　　　6

　　　7

　　　8

　　　9

▲12.4

0.5

▲  2.3

▲  3.5

▲  6.3

▲  2.7

▲  8.8

▲  5.4

▲  8.7

▲  9.2

0.0

▲  6.6

▲  3.5

0.2

3.8

▲  4.8

2.8

0.8

8.9

12.9

12.2

18.7

16.2

20.1

242

303

234

218

148

243

190

218

212

262

234

161

344

6.1

21.2

▲  7.1

6.9

▲44.6

85.5

▲15.2

4.3

▲  1.4

▲41.6

10.9

▲36.6

42.1

151

156

156

157

114

185

174

172

155

165

152

139

230

5.6

2.0

▲  7.7

8.3

4.6

69.7

30.8

43.3

▲  4.3

▲28.9

▲11.1

▲12.6

52.3

91

147

78

61

34

58

16

46

57

97

82

22

114

7.1

51.5

▲  6.0

3.4

▲78.5

163.6

▲82.4

▲48.3

7.5

▲55.3

105.0

▲76.8

25.3

1,088

1,203

1,481

1,729

1,338

1,110

1,344

1,090

1,148

1,229

1,224

1,059

1,320

▲  3.9

▲  1.3

▲  4.8

▲  2.0

▲  1.8

▲  2.4

▲  2.4

▲  5.4

▲  0.7

▲  3.4

▲  6.0

▲14.0

21.4

2,929

2,948

2,996

3,909

3,167

2,638

3,055

2,925

3,027

3,063

3,221

3,591

p　 3,277

▲  3.7

▲  6.6

▲  4.6

▲  3.8

▲  2.3

▲  4.2

0.2

▲  1.3

▲  1.4

▲  2.8

▲  8.1

▲  0.1

p　  8.0

調査機関 鳥取県統計課 国　　土　　交　　通　　省 当　　　　行 経 済 産 業 省

pは速報値、rは修正値

鳥 取 県 経 済 指 標 ⑶

新　　車　　販　　売 中古車販売 消費者物価指数 　 求 人 倍 率 常用雇用指数

乗 用 車 軽自動車 新規登録 鳥 取 市 新　規 有　効 事業所規模
30人以上　前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

単　位 台 ％ 台 ％ 台 ％ 2015年＝100 ％ 倍（季節調整済） 2015年＝100 ％

2015年

2016年

2017年

2018年

11,401

11,997

12,965

12,601

▲  5.7

5.2

8.1

▲  2.8

14,974

13,722

14,751

14,046

▲16.3

▲  8.4

7.5

▲  4.8

4,335

4,492

4,884

9,949

2.1

3.6

8.7

103.7

100.0

99.7

100.4

101.6

0.6

▲  0.3

0.7

1.2

1.70

1.99

2.34

2.42

1.14

1.36

1.60

1.64

100.0

99.5

100.6

96.6

1.9

▲  0.5

1.0

▲  4.0

2018．  9

　　  10

　　  11

　　  12

2019．  1

　　　2

　　　3

　　　4

　　　5

　　　6

　　　7

　　　8

　　　9

1,112

936

1,085

896

793

1,032

2,004

914

959

1,029

1,261

897

1,321

0.5

1.4

18.8

▲  6.5

4.1

9.8

▲  4.5

▲  0.5

11.9

2.3

12.9

2.7

18.8

1,326

893

803

769

809

955

1,489

862

855

861

843

858

1,168

▲  1.6

▲18.7

▲31.8

▲27.5

▲24.6

▲26.7

▲26.2

▲26.7

▲19.0

▲34.3

▲34.9

▲16.4

▲11.9

732

823

754

702

537

720

1,089

1,188

870

910

869

772

907

▲  7.2

▲  2.0

▲  5.0

▲  0.3

▲  3.9

3.7

▲  1.3

1.5

▲  2.6

4.8

3.1

▲  4.5

23.9

102.1

102.3

102.5

102.1

102.0

101.9

102.1

102.3

102.4

102.1

102.1

102.2

102.4

1.5

1.5

1.5

1.1

1.2

0.9

1.3

1.1

0.7

0.4

0.4

0.5

0.3

2.41

2.44

2.59

2.43

2.35

2.69

2.57

2.70

2.69

2.66

2.50

2.54

2.45

1.64

1.63

1.71

1.69

1.65

1.73

1.74

1.78

1.80

1.75

1.72

1.72

1.67

96.2

96.3

96.5

96.6

99.5

99.3

99.0

100.1

100.2

100.3

100.6

100.5

▲  5.6

▲  5.1

▲  4.9

0.7

1.3

2.8

3.0

3.3

3.3

3.9

4.4

4.5

調査機関 中 国 運 輸 局 鳥 取 運 輸 支 局 鳥取県統計課 鳥 取 労 働 局 鳥取県統計課

pは速報値、rは修正値　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ※注1:生鮮食料品を除く総合。

（注1）
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鳥 取 県 経 済 指 標 ⑷

pは速報値、rは修正値　※注1:月平均、農林漁業世帯含む世帯。　※注2:美保（米子）空港を含む。

鳥 取 県 経 済 指 標 ⑸

鳥取県銀行協会　会員銀行 不　　渡　　手　　形 企　　業　　倒　　産

預　金 貸出金 枚　数 金　額 件　数 負債総額前年比 前年比 1－12 月累計 1－12 月累計 前年比 前年比

単　位 億　円 ％ 億　円 ％ 枚 百万円 件 百万円

2015年

2016年

2017年

2018年

22,518

22,851

22,974

23,684

2.5

1.5

0.5

3.1

12,422

12,899

13,255

13,726

3.7

3.8

2.8

3.6

50

131

65

23

▲  43

81

▲  66

▲  42

31.25

61.00

81.54

6.11

▲58.95

29.75

20.54

▲75.43

22

25

21

19

+6

+3

▲    4

▲    2

3,444

5,413

2,929

2,804

▲       871

+1,969

▲2,484

▲       125

2018．  9

　　  10

　　  11

　　  12

2019．  1

　　　2

　　　3

　　　4

　　　5

　　　6

　　　7

　　　8

　　　9

22,973

22,763

23,218

23,684

23,199

22,953

23,579

23,512

23,341

23,826

23,372

23,417

23,163

▲  0.2

0.5

1.7

3.1

2.2

1.8

0.2

0.5

0.2

0.3

1.5

1.9

0.8

13,701

13,631

13,683

13,726

13,683

13,496

13,742

13,682

13,561

13,602

13,637

13,616

13,707

3.7

3.6

4.2

3.6

4.0

1.7

1.8

1.7

0.2

0.4

0.7

▲  0.1

0.0

0

0

2

0

5

1

1

0

0

0

1

0

2

21

21

23

23

5

6

7

7

7

7

8

8

10

0.00

0.00

0.14

0.00

0.57

0.04

0.12

0.00

0.00

0.00

0.02

0.00

0.74

5.97

5.97

6.11

6.11

0.57

0.62

0.73

0.73

0.73

0.73

0.75

0.75

1.49

3

0

0

2

2

1

2

4

0

4

2

0

0

+1

▲    1

▲    2

+0

+2

▲    1

+0

+3

▲    5

+4

▲    2

+0

▲    3

254

0

0

300

1,260

250

30

1,583

0

835

150

0

0

+144

▲100

▲    1

▲715

+1,260

▲  91

▲1,341

+1,553

▲298

+835

▲  60

+0

▲254

調査機関 鳥 取 県 銀 行 協 会 県内（３市）手形交換所 ㈱東京商工リサーチ米子支店

1世帯あたり消費支出
（2人以上の世帯）

常用労働者１人平均月間
現金給与総額　　　　　 通関実績（境税関支署管内）（注２） 境　港　漁　獲　実　績

（注１）
（事業所規模
  30人以上） 輸　出 輸　入 数　量 金　額前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比

単　位 円 ％ 円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ ト　ン ％ 百万円 ％

2015年

2016年

2017年

2018年

287,373

278,156

257,533

266,955

▲  1.3

▲  3.2

▲  7.4

3.7

310,685

313,999

267,961

304,250

2.8

1.1

▲14.7

▲  4.0

78,411

68,398

78,614

84,816

8.3

▲12.8

14.9

7.9

48,998

42,716

46,091

45,569

▲  9.2

▲12.8

7.9

▲  1.1

126,217

107,473

128,437

115,380

9.1

▲14.9

19.5

▲10.2

20,571

20,891

20,575

21,782

6.7

1.6

▲  1.5

5.9

2018．  9

　　  10

　　  11

　　  12

2019．  1

　　　2

　　　3

　　　4

　　　5

　　　6

　　　7

　　　8

　　　9

266,143

246,114

300,733

337,024

304,920

270,367

317,574

265,999

281,731

251,203

282,071

280,347

20.0

▲  9.4

27.4

17.9

16.8

13.9

34.5

▲  8.0

11.0

▲  7.1

16.6

6.3

253,638

252,386

260,812

567,191

240,900

242,129

250,116

248,010

254,502

443,003

324,568

255,560

▲  2.2

▲  3.2

▲  2.4

▲  3.4

▲  4.6

▲  2.5

▲  1.6

▲  2.3

▲  0.2

4.0

▲  9.3

▲  5.0

6,816

7,726

6,820

7,022

6,460

6,921

7,704

5,581

5,724

6,586

5,791

6,662

5,680

▲  0.8

　17.0

▲  0.9

3.1

　  5.0

▲  4.3

▲  5.4

▲20.3

▲16.3

▲  9.7

▲16.9

▲  2.1

▲16.7

4,110

4,580

3,887

4,597

4,351

4,154

3,762

3,677

4,857

4,582

4,691

4,756

2,927

8.4

　35.8

　20.5

5.0

51.3

30.3

▲  4.0

13.9

24.8

30.8

21.4

21.1

▲28.8

7,803

6,009

6,015

4,451

14,163

9,848

8,442

10,584

8,216

7,106

3,009

3,522

5,755

▲11.9

▲51.6

▲34.2

▲31.8

5.1

▲33.7

▲36.9

▲27.9

▲28.2

▲43.1

▲60.2

8.8

▲26.2

1,296

1,697

2,635

2,371

2,931

2,401

1,799

1,636

1,597

2,077

1,069

773

1,218

▲  1.3

4.3

18.9

▲  0.9

41.6

3.0

20.3

1.3

▲  4.1

▲20.3

▲  4.1

▲12.4

▲  6.0

調査機関 総務省統計局 鳥取県統計課 境　税　関　支　署 ㈳境港水産振興協会
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相談ジャーナル

　鳥取銀行では毎週火曜日（倉吉中央支店）、水曜日（くらしと経営相談所）、木曜日（米子営業部）

にて、税理士による無料税務相談を開催しています。お客様の個別・具体的な税金のお悩みに対

して親切、丁寧に対応させていただきます。

開催日につきましては、担当税理士の都合により変更される場合がございますので、事前に最寄の鳥取

銀行の窓口までお問合せ下さい。

相談事例

　インボイス制度について教えてください。この制度は免税事業者でも請求書を発行できる

のでしょうか。

　「インボイス制度」とは税金計算のベースとなる証票制度です。正式名称は「適格請求書等

保存方式」で、区分記載請求書等の保存に代えて「適格請求書」等の保存を要件として、仕入

れ税額控除を認める制度です。

　適格請求書とは、「売手が、買手に対し正確な適用税率や消費税額等を伝えるための手段」

であり、一定の事項が記載された請求書や納品書その他これらに類する書類を言います。

　適格請求書を交付できるのは、「適格請求書発行事業者」に限られます。

　「適格請求書発行事業者」となるためには、税務署に適格請求書発行事業者の登録申請書を

提出し登録を受ける必要があり、課税事業者でなければ登録できません。したがって、免税事

業者は適格請求書を発行できないことになります。

　適格請求書等保存方式の導入後は、免税事業者や消費者など適格請求書発行事業者以外の者

から行った課税仕入れにかかる消費税額を控除することができなくなります。ただし、区分記

載請求書等と同様の事項が記載された請求書等を保存し、記帳に「免税事業者等からの課税仕

入れに係る経過措置」の規定を受ける旨が記載されていれば、一定期間は、仕入税額相当額の

一定割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。

　消費税の転嫁や便乗値上げ等に関する政府共通の相談窓口として、「消費税価格転嫁等総合

相談センター」が設置されていますのでご利用ください。

＊消費税価格転嫁等総合相談センター＊

　専用ダイヤル 0570－200－123　受付時間は 9:00～17:00（土日祝除く）



2019年11月1日現在とりぎん　住宅ローン

現在の店頭表示金利は窓口またはウェブサイトでご覧ください。
        お問い合わせ、お申込みは、お近くの鳥取銀行の窓口まで

新登場！

取扱期間／2019年11月1日（金）～2020年3月31日（火）（正式申込受付基準）
融資総額／総額70億円　※取扱期間中に満額となった場合は受付を終了いたします
1.返済額が借入時に確定しているのでわかりやすい
2.当初の金利を低く抑えて返済負担を小さくポイント

Smart
スマート

安心の2段階
固定金利

初期の負担は
少なく、

鳥取銀行70周年キャンペーン
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経　 済　 日　 誌
2019年10月

鳥 取 県 内
8 日【米子－上海便、来年1月11日就航へ】
　　米子鬼太郎空港と上海浦東国際空港を結ぶ定期

航空便について、運行する上海吉祥航空が来年1
月11日に就航させる方向で最終調整しているこ
とが分かった。土、火曜日の週2往復となる見込
み。

10日【星空舞「おいしい」 鳥取で試食イベント】
　　鳥取県産米の新品種「星空舞」を消費者に紹介す

る「星空舞まつりin農業試験場」が、鳥取市内の
同試験場で開かれ、星空舞を使ったおにぎりの
試食や新米のプレゼントに多くの市民が詰め掛
けた。

11日【米子高島屋、地元のジョイアーバンに譲渡】
　　高島屋は、100％出資する子会社の米子高島屋

（鳥取県米子市角盤町1丁目、森紳二郎社長）の全
株式を、来年3月1日付で中心市街地活性化事業
などを手掛けるジョイアーバン（同、宇田川正樹
社長）に譲渡することで基本合意した。

15日【無花粉のスギ開発 県林業試験場】
　　雪による曲がりに強いなど鳥取県産スギの優秀

な性能を持ちつつ、スギ花粉によるアレルギー
症状の元を絶つ「無花粉スギ」を鳥取県林業試験
場（鳥取市河原町稲常、大北誠場長）が開発し、育
苗業者に対する説明会が開かれた。育苗業者と
連携して苗木を育成し、2024年の苗木試験供給
を目指す。

20日【伯備新幹線早期実現求める総決起大会】
　　伯備新幹線（中国横断新幹線）の早期実現を求

める総決起大会が、安来市内で開かれた。中
海・宍道湖・大山圏域の自治体や議会、経済団
体の関係者ら約500人が参加。伯備新幹線の次
期整備計画路線への格上げなどを求める大会
決議を採択し、整備の効果について認識を深
めた。

20日【緑映える「若桜号」が3月にデビュー】
　　第三セクター若桜鉄道（鳥取県若桜町）は、観光

列車第3弾となる「若桜号」のデザインを発表し
た。来年3月7日にデビュー予定で、工業デザイ
ナーの水戸岡鋭治氏が手掛けてきた同鉄道車両
の観光列車化が完了する。

24日【県が遠隔地の通学費補助へ】
　　鳥取県は鉄道やバスなどの公共交通の定期券を

購入して県内高校に通学する生徒を対象に、月7
千円を超える額を市町村と補助する方針を示し
た。年内にも新たな子育て支援策として内容を
固め、新年度当初予算案に反映させたい考え。

国内・海外
1 日【消費税10％に】
　　消費税率が8％から10％に上がった。税率引き上

げは5年半ぶりで、軽減税率やキャッシュレス決
済へのポイント還元策もスタート。税収増は社
会保障費に充てられるが、国民生活には年間 2
兆円程度の負担増になる見通し。

1 日【幼保無償化が始動】
　　消費税増税分を活用した幼児教育・保育の無償

化が始まった。認可保育所や幼稚園、認定こども
園に通う3～5歳児の保育料は原則無料、0～2歳
児は住民税非課税世帯のみ。約300万人が対象に
なる見通し。

　
6 日【経済に不安70％】
　　共同通信社が5、6両日に実施した全国電話世論

調査によると、消費税増税後の経済の先行きに
「不安」「ある程度不安」を感じているとの回答は
計70.9％だった。増税に伴い導入された軽減税
率制度は「複雑だと思う」が82.4％に上った。

7 日【4ヶ月ぶり悪化】
　　内閣府が発表した8月の景気動向指数は、一致指

数が前月比0.4ポイント低下の99.3となり、基調
判断を景気後退の可能性が高いことを示す「悪
化」に引き下げた。悪化の表現は4ヶ月ぶり。海外
経済の減速が響いた。

18日【中国成長率が減速】
　　中国国家統計局が発表した2019年7～9月期の国

内総生産（ＧＤＰ、速報値）は、物価変動の影響を
除く実質で前年同月比6.0％増だった。伸び率は
四半期ベースとして過去最低を更新した。

18日【ＧＤＰ押し上げ】
　　政府は日米貿易協定の発効に伴う国内総生産

（ＧＤＰ）の押し上げ効果が約0.8％になるとの
試算を発表した。一方、国内の農林水産物の生産
減少額は、約600億～約1100億円になると試算。
米国産の輸入拡大が見込まれる牛肉や豚肉の影
響が大きい。

22日【10月末ＥＵ離脱を断念】
　　英下院は、欧州連合（ＥＵ）離脱合意案の実行に

不可欠な関連法案の議事日程を否決した。ＥＵ
と合意案をまとめたジョンソン首相は、混迷打
開のため12月の総選挙実施を提案。公約に掲げ
た「10月末の離脱」の断念を認めた形となった。


